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介護福祉施設サービスが、ユニットに属する居室（令和３年改正省令

による改正前の指定介護老人福祉施設基準第 40 条第１項第１号イ⑶(ⅱ)

を満たすものに限るものとし、指定介護老人福祉施設基準第 40 条第１

項第１号イ⑶（指定居宅サービス基準改正省令附則第３条の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）を満たすものを除く。）（以下「ユニ

ット型個室的多床室」という。）の入居者に対して行われるものである

こと。 

⑶・⑷ （略） 

介護福祉施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介護老人福祉

施設基準第 40条第１項第１号イ⑶(ⅱ)を満たすものに限るものとし、同(ⅰ)

（指定居宅サービス基準改正省令附則第３条の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）を満たすものを除く。）（以下「ユニット型個室

的多床室」という。）の入居者に対して行われるものであること。 

 

 

⑶・⑷ （略） 

⑸ 身体拘束廃止未実施減算について 

身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘束等が行われ

ていた場合ではなく、指定介護老人福祉施設基準第 11 条第５項又は第 42

条第７項の記録（指定介護老人福祉施設基準第 11 条第４項又は第 42 条第

６項に規定する身体拘束等を行う場合の記録）を行っていない場合及び指

定介護老人福祉施設基準第 11条第６項又は第 42条第８項に規定する措置

を講じていない場合に、入所者全員について所定単位数から減算すること

となる。具体的には、記録を行っていない、身体的拘束の適正化のための

対策を検討する委員会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束適正

化のための指針を整備していない又は身体的拘束適正化のための定期的

な研修を実施していない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県

知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状

況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が

認められた月までの間について、入所者全員について所定単位数から減算

することとする。 

⑸ 身体拘束廃止未実施減算について 

身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘束等が行われ

ていた場合ではなく、指定介護老人福祉施設基準第 11 条第５項の記録（同

条第４項に規定する身体拘束等を行う場合の記録）を行っていない場合及

び同条第６項に規定する措置を講じていない場合に、入所者全員について

所定単位数から減算することとなる。具体的には、記録を行っていない、

身体的拘束の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開

催していない、身体的拘束適正化のための指針を整備していない又は身体

的拘束適正化のための定期的な研修を実施していない事実が生じた場合、

速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月

後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実

が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、入所者全員

について所定単位数から減算することとする。 

⑹ 安全管理体制未実施減算について 

安全管理体制未実施減算については、介護老人福祉施設基準第 35 条第

１項に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月から基準

に満たない状況が解消されるに至った月まで、入所者全員について、所定

単位数から減算することとする。 

なお、同項第４号に掲げる安全対策を適切に実施するための担当者は、

令和３年改正省令の施行の日から起算して６月を経過するまでの間、経過

措置として、当該担当者を設置するよう努めることとしているため、当該

期間中、当該減算は適用しない。 

（新設） 

⑺ 栄養管理に係る減算について 

栄養管理の基準を満たさない場合の減算については、指定介護老人福祉

（新設） 
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施設基準第２条に定める栄養士又は管理栄養士の員数若しくは指定介護

老人福祉施設基準第 17 条の２（指定介護老人福祉施設基準第 49 条におい

て準用する場合を含む。）に規定する基準を満たさない事実が生じた場合

に、その翌々月から基準を満たさない状況が解決されるに至った月まで、

入所者全員について、所定単位数が減算されることとする（ただし、翌月

の末日において基準を満たすに至っている場合を除く。）。 

⑻ 日常生活継続支援加算について 

① 注７の日常生活継続支援加算は、居宅での生活が困難であり、介護老

人福祉施設への入所の必要性が高いと認められる重度の要介護状態の

者や認知症である者等を積極的に入所させるとともに、介護福祉士資格

を有する職員を手厚く配置し、質の高い介護福祉施設サービスを提供す

ることにより、そうした入所者が可能な限り個人の尊厳を保持しつつ日

常生活を継続することができるよう支援することを評価するものであ

る。 

②・③ （略） 

④ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和 62 年厚生省令第 49 号）

第１条各号に掲げる行為を必要とする者の占める割合については、届出

日の属する月の前４月から前々月までの３月間のそれぞれの末日時点

の割合の平均について算出すること。また、届出を行った月以降におい

ても、毎月において前４月から前々月までの３月間のこれらの割合がそ

れぞれ所定の割合以上であることが必要である。これらの割合について

は、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直

ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければならない。 

⑤ （略） 

⑹ 日常生活継続支援加算について 

① 注５の日常生活継続支援加算は、居宅での生活が困難であり、介護老

人福祉施設への入所の必要性が高いと認められる重度の要介護状態の

者や認知症である者等を積極的に入所させるとともに、介護福祉士資格

を有する職員を手厚く配置し、質の高い介護福祉施設サービスを提供す

ることにより、そうした入所者が可能な限り個人の尊厳を保持しつつ日

常生活を継続することができるよう支援することを評価するものであ

る。 

②・③ （略） 

④ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和 62 年厚生省令第 49 号）

第１条各号に掲げる行為を必要とする者の占める割合については、届出

日の属する月の前３月のそれぞれの末日時点の割合の平均について算

出すること。また、届出を行った月以降においても、毎月において直近

３月間のこれらの割合がそれぞれ所定の割合以上であることが必要で

ある。これらの割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を

下回った場合については、直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出

を提出しなければならない。 

⑤ （略） 

⑥ 必要となる介護福祉士の数が常勤換算方法で入所者の数が７又はそ

の端数を増すごとに１以上である場合については、４の⑸④を準用す

る。 

（新設） 

⑦ 当該加算を算定する場合にあっては、ラのサービス提供体制強化加算

は算定できない。 

⑥ 当該加算を算定する場合にあっては、タのサービス提供体制強化加算

は算定できない。 

⑼ 看護体制加算について 

① 指定短期入所生活介護の事業所を併設している場合は、指定短期入所

生活介護事業所とは別に、必要な数の看護職員を配置する必要がある。

具体的には、２⑽①イのとおりとすること。 

② 特別養護老人ホームの空床を利用して指定短期入所生活介護を行っ

⑺ 看護体制加算について 

① 指定短期入所生活介護の事業所を併設している場合は、指定短期入所

生活介護事業所とは別に、必要な数の看護職員を配置する必要がある。

具体的には、２⑻①のとおりとすること。 

② 特別養護老人ホームの空床を利用して指定短期入所生活介護を行っ


